
平成九年法律第百二十三号 

介護保険法 

 

（共生型居宅サービス事業者の特例） 

第七十二条の二 訪問介護、通所介護その他厚生労働省令で定める居宅サービスに係る

事業所について、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十一条の五の三第

一項の指定（当該事業所により行われる居宅サービスの種類に応じて厚生労働省令で定

める種類の同法第六条の二の二第一項に規定する障害児通所支援（以下「障害児通所支

援」という。）に係るものに限る。）又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成十七年法律第百二十三号。以下「障害者総合支援法」という。）

第二十九条第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定（当該事業所により行われる居

宅サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種類の障害者総合支援法第五条第一

項に規定する障害福祉サービス（以下「障害福祉サービス」という。）に係るものに限

る。）を受けている者から当該事業所に係る第七十条第一項（第七十条の二第四項にお

いて準用する場合を含む。）の申請があった場合において、次の各号のいずれにも該当

するときにおける第七十条第二項（第七十条の二第四項において準用する場合を含む。

以下この項において同じ。）の規定の適用については、第七十条第二項第二号中「第七

十四条第一項の」とあるのは「第七十二条の二第一項第一号の指定居宅サービスに従事

する従業者に係る」と、「同項」とあるのは「同号」と、同項第三号中「第七十四条第二

項」とあるのは「第七十二条の二第一項第二号」とする。ただし、申請者が、厚生労働

省令で定めるところにより、別段の申出をしたときは、この限りでない。 

一 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、指定居宅サービスに

従事する従業者に係る都道府県の条例で定める基準及び都道府県の条例で定める員数

を満たしていること。 

二 申請者が、都道府県の条例で定める指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関す

る基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすることができると認められること。 

２ 都道府県が前項各号の条例を定めるに当たっては、第一号から第三号までに掲げる

事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第四号に掲げる事項

については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、その他の事項につ

いては厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定居宅サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 指定居宅サービスの事業に係る居室の床面積 

三 指定居宅サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要介護者のサービ

スの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に密接に関連するもの

として厚生労働省令で定めるもの 

四 指定居宅サービスの事業に係る利用定員 

 



（共生型地域密着型サービス事業者の特例） 

第七十八条の二の二 地域密着型通所介護その他厚生労働省令で定める地域密着型サ

ービスに係る事業所について、児童福祉法第二十一条の五の三第一項の指定（当該事業

所により行われる地域密着型サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種類の障

害児通所支援に係るものに限る。）又は障害者総合支援法第二十九条第一項の指定障害

福祉サービス事業者の指定（当該事業所により行われる地域密着型サービスの種類に応

じて厚生労働省令で定める種類の障害福祉サービスに係るものに限る。）を受けている

者から当該事業所に係る前条第一項（第七十八条の十二において準用する第七十条の二

第四項において準用する場合を含む。）の申請があった場合において、次の各号のいず

れにも該当するときにおける前条第四項（第七十八条の十二において準用する第七十条

の二第四項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定の適用に

ついては、前条第四項第二号中「第七十八条の四第一項の」とあるのは「次条第一項第

一号の指定地域密着型サービスに従事する従業者に係る」と、「若しくは同項」とある

のは「又は同号」と、「員数又は同条第五項に規定する指定地域密着型サービスに従事

する従業者に関する基準」とあるのは「員数」と、同項第三号中「第七十八条の四第二

項又は第五項」とあるのは「次条第一項第二号」とする。ただし、申請者が、厚生労働

省令で定めるところにより、別段の申出をしたときは、この限りでない。 

一 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、指定地域密着型サー

ビスに従事する従業者に係る市町村の条例で定める基準及び市町村の条例で定める員

数を満たしていること。 

二 申請者が、市町村の条例で定める指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に

関する基準に従って適正な地域密着型サービス事業の運営をすることができると認め

られること。 

２ 市町村が前項各号の条例を定めるに当たっては、第一号から第四号までに掲げる事

項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第五号に掲げる事項に

ついては厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、その他の事項につい

ては厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定地域密着型サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 指定地域密着型サービスの事業に係る居室の床面積 

三 小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型通所介護の事業に係る利用定員 

四 指定地域密着型サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要介護者の

サービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に密接に関連す

るものとして厚生労働省令で定めるもの 

五 指定地域密着型サービスの事業（第三号に規定する事業を除く。）に係る利用定員 

 

 

 



（共生型介護予防サービス事業者の特例） 

第百十五条の二の二 介護予防短期入所生活介護その他厚生労働省令で定める介護予

防サービスに係る事業所について、児童福祉法第二十一条の五の三第一項の指定（当該

事業所により行われる介護予防サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種類の

障害児通所支援に係るものに限る。）又は障害者総合支援法第二十九条第一項の指定障

害福祉サービス事業者の指定（当該事業所により行われる介護予防サービスの種類に応

じて厚生労働省令で定める種類の障害福祉サービスに係るものに限る。）を受けている

者から当該事業所に係る前条第一項（第百十五条の十一において準用する第七十条の二

第四項において準用する場合を含む。）の申請があった場合において、次の各号のいず

れにも該当するときにおける前条第二項（第百十五条の十一において準用する第七十条

の二第四項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定の適用に

ついては、前条第二項第二号中「第百十五条の四第一項の」とあるのは「次条第一項第

一号の指定介護予防サービスに従事する従業者に係る」と、「同項」とあるのは「同号」

と、同項第三号中「第百十五条の四第二項」とあるのは「次条第一項第二号」とする。

ただし、申請者が、厚生労働省令で定めるところにより、別段の申出をしたときは、こ

の限りでない。 

一 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、指定介護予防サービ

スに従事する従業者に係る都道府県の条例で定める基準及び都道府県の条例で定める

員数を満たしていること。 

二 申請者が、都道府県の条例で定める指定介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準及び指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に

関する基準に従って適正な介護予防サービス事業の運営をすることができると認めら

れること。 

２ 都道府県が前項各号の条例を定めるに当たっては、第一号から第三号までに掲げる

事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第四号に掲げる事項

については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、その他の事項につ

いては厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 指定介護予防サービスの事業に係る居室の床面積 

三 指定介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要支援者のサ

ービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に密接に関連する

ものとして厚生労働省令で定めるもの 

四 指定介護予防サービスの事業に係る利用定員 

 

 

 

 



（共生型地域密着型介護予防サービス事業者の特例） 

第百十五条の十二の二 厚生労働省令で定める地域密着型介護予防サービスに係る事

業所について、児童福祉法第二十一条の五の三第一項の指定（当該事業所により行われ

る地域密着型介護予防サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種類の障害児通

所支援に係るものに限る。）又は障害者総合支援法第二十九条第一項の指定障害福祉サ

ービス事業者の指定（当該事業所により行われる地域密着型介護予防サービスの種類に

応じて厚生労働省令で定める種類の障害福祉サービスに係るものに限る。）を受けてい

る者から当該事業所に係る前条第一項（第百十五条の二十一において準用する第七十条

の二第四項において準用する場合を含む。）の申請があった場合において、次の各号の

いずれにも該当するときにおける前条第二項（第百十五条の二十一において準用する第

七十条の二第四項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定の

適用については、前条第二項第二号中「第百十五条の十四第一項の」とあるのは「次条

第一項第一号の指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に係る」と、「若し

くは同項」とあるのは「又は同号」と、「員数又は同条第五項に規定する指定地域密着

型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準」とあるのは「員数」と、同項第三

号中「第百十五条の十四第二項又は第五項」とあるのは「次条第一項第二号」とする。

ただし、申請者が、厚生労働省令で定めるところにより、別段の申出をしたときは、こ

の限りでない。 

一 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、指定地域密着型介護

予防サービスに従事する従業者に係る市町村の条例で定める基準及び市町村の条例で

定める員数を満たしていること。 

二 申請者が、市町村の条例で定める指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準並びに指定地域密着型介護予防サービスの

事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型介護予防サービス事業の

運営をすることができると認められること。 

２ 市町村が前項各号の条例を定めるに当たっては、第一号から第四号までに掲げる事

項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第五号に掲げる事項に

ついては厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、その他の事項につい

ては厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の

員数 

二 指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る居室の床面積 

三 介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型通所介護の事業に係

る利用定員 

四 指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要

支援者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に

関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

五 指定地域密着型介護予防サービスの事業（第三号に規定する事業を除く。）に係る

利用定員 


